平成２３年度　政務調査費　先進都市調査報告書
	会派名
	新緑会　　

	議員名
	羽立秀光、早坂博

	調査実施年月日
	平成２４年２月３日（木）　１０：００～

	調査先　自治体名等
	滋賀県草津市

	調査項目
	★「まめバス実証運行事業」について

	調査目的
	公共交通空白地域等の交通手段確保についての調査

	報告内容

実施したこと
	１　視察先（市町村）の概要

　人口：１３０，８５４人（Ｈ２３．４．１現在）　行政面積：６７．９２ｋ㎡

２　視察内容

· 「まめバス実証運行事業」について
　草津市では、公共交通の空白地・不便地の解消や高齢者、障がい者等のいわゆる「交通弱者」の交通手段確保を図るため乗合小型バスによる「まめバス実証運行事業」を平成２１年１０月から実施しています。平成２３年度の事業費は予算で約１億５，０００万円、運行は地元のバス会社と鉄道会社の２社に委託しているとのことでした。
　当初は７路線１３系統の路線、料金無料で実施されていましたが、現在は９路線１６系統とバス路線は充実したものの、平成２２年８月から１乗車２００円の利用者負担が導入され、それまで月平均約８，９００人の利用者数だったものが有料化後は月約３，５００人と大きく減少したとのことでした。そのため、利用者の声を反映したバス路線・時間等の見直し、往復割引券の導入など利用者増を図る対策を行ってきたものの、全路線合計の収支率は約１６％と現状のままでの継続は困難であるとのことでした。

　今後はバスの現状を地域住民の方々に理解してもらうため、３地域でワークショップを開催し、利用者の少ないバス路線の再編の理解・協力をいただくことや、デマンド（予約制）運行、路線ごとに目標収支率２５％を設定し、達成できない場合は廃止の検討も視野に入れるなどより踏み込んだ方策を行うとのことでありました。



	感想（まとめ）

本市へ生かせること等
	　本市においてもコミュニティ交通への取り組みが進められていますが、草津市の事例を見ても採算ベースにのせるのはかなり難しく、多額の予算が長期間継続することが想定され、地域住民の理解・協力、詳細な利用者ニーズの把握など事業を続けていくためには相当慎重に進めなければ事業継続は難しいのではないかと感じました。


